
 伊藤 俊一
都内会計事務所を経て、都内コンサルティング会社
にて某メガバンク案件に係る事業再生、事業承継、
資本政策、相続税等のあらゆる税分野のコンサル
ティングを経験。
特に、事業承継・少数株主からの株式集約・相続税・
地主の土地有効活用コンサルティングは数百件の
スキーム立案経験を持つなど、豊富な経験と実績を
有している。

講師
伊藤俊一税理士事務所　所長・税理士

２号館
５階 2-501 

Ｅ９４８

令和５年度 税制改正大綱 徹底解説セミナー 

会計事務所実務への影響を 3 時間 で紐解く！

※税理士会認定研修ではございませんが、自己申請研修になる可能性がございます、詳細は所属の税理士会へお問合せ下さい。
※お申し込み後、メールにて受講票・お振込み講座番号等をご通知いたします。受講料金は事前にお振込み願います。
※お申し込み後２営業日以上経過しても受講票が届かない場合（迷惑メール BOXもご確認ください）、
　Web・EF 事業推進部（03-3254-8762）までお問い合わせください。
※ご記入いただいた情報は、本お申し込み者様の確認およびサービスのご案内に利用させていただきます。

受講票はメールにてご連絡いたします。ご記入をお願いします。

ご来場・Zoom配信を選択された方にも
ご講演後２週間以内に動画のご連絡をいたします。
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前文
・マンションの相続税評価について

1、 個人所得課税
・非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び
  譲渡所得等の非課税措置（ＮＩＳＡ）
・特定中小会社が設立の際に発行した株式の取得に要した
  金額の控除等の特例の創設
・エンジェル税制
・特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例
・極めて高い水準の所得に対する負担の適正化
・土地・住宅税制　等々

２、 資産課税
・相続時精算課税制度
・相続開始前に贈与があった場合の相続税の課税価格への加算期間等
・教育資金、結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置
・長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産
  税について、税額を減額
・更正について　等々

３、 法人課税
・特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として出資をした場合の課税の特例
・研究開発税制
・中小企業技術基盤強化税
・中小企業投資促進税制の見直し
・中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は
  税額控除制度（中小企業経営強化税制）の見直し
・円滑・適正な納税のための環境整備
・株式交付の見直し
・暗号資産の評価方法等の見直し　等々

４、 消費課税
・適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措置
・輸出物品販売場制度の見直し

※国際課税関係は割愛いたします。

５、 納税環境整備
・電子帳簿等保存制度の見直し
・加算税制度の見直し　等々

いち早く改正内容を把握！顧問先に情報発信を行いたい方に最適！


